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1 ．「失われた30年」、四半世紀も続く財源不足状態
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1 ．「失われた30年」、四半世紀も続く財源不足状態












































法律の一部を改正する法律（平成30年 3 月31日法律第 4 号）」下山憲治編『地方自
治立法動向研究第 6 集』（地方自治総合研究所、2019年）99頁も参照〕。
（ 4 ）　総務省自治財政局「平成31年度地方財政計画の概要（平成31年 2 月）」 1 頁。
同「平成31年度地方財政対策の概要（平成30年12月21日）」 1 頁も参照。
地方交付税法第 6 条の 3 第 2 項の解釈と運用（森）　　719
き巨額の財源不足が生じ（4.7兆円）、平成 8 年度以来25年連続して地方交





















法第10条第 2 項に定められる「調整率による財源不足額の圧縮」、同第 6
条の 3 第 1 項に定められる「特別交付税への加算」、同第 2 項に定められ
（ 5 ）　志賀真幸・安本康浩「令和 2 年度地方財政の課題─令和 2 年度地方交付税の概
算要求及び地方債計画（案）の概要」地方財務785号（2019年）62頁。
（ 6 ）　総務省「令和 2 年度地方交付税の概算要求の概要」地方財政58巻 9 号（2019
年）311頁。









野菜穂子は、地方交付税法第 6 条、第 6 条の 3 、第 7 条および第10条を





　このように、第 6 条の 3 、とくにその第 2 項に重要性を認める見解があ
るものの、その解釈について論じられることはほとんどない。後に述べる
有権解釈が前提とされているのであろうが、ここで、立法経緯なども参照










。昭和29年改正法は、地方交付税法第 2 条第 1 号を
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「地方交付税　第 6 条の規定により算定した所得税、法人税及び酒税のそ
れぞれの一定割合の額で地方団体がひとしくその行うべき事務を遂行する







地方交付税の種類を普通交付税および特別交付税とする同第 6 条の 2 、
および本稿の主題である同第 6 条の 3 を追加した。
　第 6 条の 3 は「特別交付税の額の変更等」という見出しの下で、次のよ
うに定めていた。














雄・遠藤安彦『地方交付税法逐条解説』〔第 1 版〕（ぎょうせい、1986年） 8 頁、遠
藤安彦『地方交付税法逐条解説』〔第 3 版〕（ぎょうせい、1994年） 6 頁などを参
照。
722　　早法 95 巻 3 号（2020）
しく異なることとなつた場合においては、地方財政若しくは地方行政に係






　第 6 条の 3 は、地方平衡交付金制度から地方交付税制度に改められたこ
との必然的結果として追加された条文であると言いうる。地方平衡交付金
制度は、地方平衡交付金の総額を「基準財政需要額」（地方財政平衡交付金
法第 2 条第 4 号）が「基準財政収入額」（同第 5 号）を超えると認められる
各地方公共団体（都道府県および市町村）の「当該超過額の合算額を基礎


















（11）　遠藤・前掲注（ 9 ）90頁、92頁。小西・前掲注（ 2 ）34頁は、地方交付税制度
を「地方分与税と地方財政平衡交付金の両方の制度をあわせもつハイブリッドであ

































724　　早法 95 巻 3 号（2020）
会の答申を受けたものと考えられる自治庁案によることとされたが、1954
（昭和29）年 3 月 4 日には地方六団体が「『地方財政平衡交付金法の一部を
改正する法律案』等修正の上これが審議促進に関する要望」において「第


























































（16）　衆議院地方行政委員会においても地方交付税法第 6 条の 3 に関する説明が柴田
によってなされたが（「第19回衆議院地方行政委員会議録第38号（昭和29年 4 月 5
日）」 2 頁）、同条に関する質疑などは行われなかった。





























（17）　「第19回参議院地方行政委員会会議録第32号（昭和29年 5 月 4 日）」 2 頁。
（18）　「第19回参議院地方行政委員会会議録第32号（昭和29年 5 月 4 日）」18頁。
地方交付税法第 6 条の 3 第 2 項の解釈と運用（森）　　727
〔 3〕地方交付税法第 6条の 3第 2項の有権解釈






　第二に、同項の「引き続き」とは 2 年度連続して財源不足額が生じ、 3
年度目以降も財源不足状態が続くと想定される場合を指す。第19回国会に
おける答弁でも述べられていたが「普通交付税総額に恒常的な不足が生ず

























































（23）　石原・遠藤・前掲注（ 9 ）89頁、遠藤・前掲注（ 9 ）94頁。
（24）　遠藤・前掲注（ 9 ）94頁。

















治大臣の福田一は「ここ 2 、 3 年の間に財政経済を立て直していくんだと
いうこの方向に沿って、52年度あたりにこういう問題を考えてみるという
ことは私は意味があることだと思」うと答弁した。さらに、政府委員の松




おられますように、これは昭和29年 5 月 4 日の、当時の自治庁長官である
塚田さんが答えている。参議院での議事録ですが、『「引き続き」というの
は 2 年以上ずっとやはり赤字だと、それから又見通される 3 年以降も赤字
だというときに大体「引き続き」」と言っているのです。』と言って、先生
（25）　衆議院調査局総務調査室・前掲注（ 3 ）12頁。
730　　早法 95 巻 3 号（2020）
もこの御説をお認めになっておられます。私どももそのように考えており

































度改正地方財政詳解』（地方財務協会、1977年） 6 頁による。遠藤・前掲注（ 9 ）
423頁、川瀬・前掲注（ 8 ）95頁も参照。
（28）　例として「第80回衆議院地方行政委員会議録第 2 号（昭和52年 3 月11日）」17
頁、27頁。
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732　　早法 95 巻 3 号（2020）
4 ．平成時代の推移
（ 1 ）1996（平成 8 ）年度改正
　前述のように、1994年度以降に地方財政は悪化し、1996年度から2019年





























法第 6 条の 3 第 2 項に基づく措置が必要とされたのであるが、国家財政も
税収の減少などにより厳しい状況に置かれたことから、法定率の引き上げ
ではなく、1996年度限りとして、地方交付税の不足分について国と地方と













税法第 6 条の 3 第 2 項の規定の趣旨に関しては、国が財源不足額のうち交







（31）　遠藤・前掲注（ 9 ）269頁、広庭忠雄「平成 8 年度地方財政計画の概要」地方
財務503号（1996年） 9 頁、佐藤健「地方交付税法等の一部を改正する法律の解説」
地方財務504号（1996年）82頁。嶋津昭ほか「〈新春座談会〉地方財政の回顧と展
望」地方財政35巻 1 号（1996年）52頁、林省吾「平成 8 年度国の予算と地方財政対
策」地方財政35巻 2 号（1996年）24頁、武居丈二「平成 8 年度の地方財政計画につ
て」地方財政35巻 3 号（1996年）16頁も参照。
（32）　平成 8 年 3 月31日法律第13号による改正の詳細については、木村功「平成 8 年
度地方交付税制度の改正」地方財政35巻 4 号（1996年）228頁を参照。
（33）　遠藤安彦「年頭所感」地方財政35巻 1 号 6 頁。
734　　早法 95 巻 3 号（2020）




















、1997年 7 月 8 日の「地方分権推進委員会　第 2 次勧告」においても同
様の提言がなされた。しかし、結局、地方交付税制度について大きな成果
が得られた訳ではなかった。また、いずれにおいても地方交付税法第 6





8 年12月20日）」 6 頁、 7 頁。



















年 3 月 2 日の附帯決議「地方財政の拡充強化に関する件」において「地方
















（38）　「第151回国会衆議院総務委員会議録第 6 号（平成13年 3 月 2 日）」 4 頁。参議
院総務委員会の附帯決議「地方財政の拡充強化に関する決議」〔「第151回国会参議
院総務委員会会議録第 4 号（平成13年 3 月27日）」40頁〕も参照。




























（40）　地方分権改革推進会議「三位一体改革についての意見（平成15年 6 月 6 日）」






である（同 8 頁）。なお、金子・前掲注（ 1 ）112頁も参照。
（41）　石原・前掲注（ 2 ）77頁、小西・前掲注（ 2 ）77頁（「平成16年度地方財政シ
ョック」と表現する）。金子・前掲注（ 1 ）113頁も参照。
（42）　地方分権改革推進委員会「第 4 次勧告〜自治財政権の強化による『地方政府』
の実現へ〜」（平成21年11月 9 日）」 3 頁。また、同 7 頁は「地方税の充実が図られ










　ここに地方交付税法第 6 条の 3 第 2 項が言及され、同第 6 条に定めら
れる地方交付税の法定率の引き上げが打ち出されたことに注意すべきであ



















738　　早法 95 巻 3 号（2020）





連するため、国家財政の状況が悪ければ「第 6 条第 1 項に定める率の変
更」を望むべくもないし、臨時財政対策特例加算などの措置も当座はやむ
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5 ．おわりに
　首藤重幸先生は、早稲田大学大学院法学研究科において新井隆一先生の
御指導を受けられた最初の大学院生であった。同じく新井先生の御指導を
受けた私は、博士後期課程に進学した者としては最後となる。首藤先生が
早稲田大学法学部の教授として着任された時から、私は御指導を受け続け
てきた。これまでの御学恩への感謝、および多大な御迷惑をおかけしてば
かりであったことへのお詫びを申し上げ、今後も先生がますます御活躍さ
れることを祈念する。
